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まちづくり３法と青森市中活事業の事例
衣川　恵＊
	 The	decline	and	hollowing	out	of	city	centers	in	Japan	in	recent	years	has	become	exceed-
ingly	remarkable.	Although	the	Japanese	government	enacted	three	town	planning	acts	at	the	
end	of	the	1990’s,	these	acts	have	not	revitalized	city	centers.	On	the	contrary,	city	centers	were	
further	aggravated	by	these	acts.	Abolition	of	the	Large-scale	Retail	Stores	Act	and	the	enact-
ment	of	the	New	Location	Act	accelerated	the	poorly	performing	central	shopping	streets	and	
city	centers.
	 As	a	consequence	of	the	continuing	decline	and	hollowing	out	of	city	centers,	the	Japanese	
government	revised	the	three	town	planning	acts.	New	laws	aiming	to	improve	and	revitalize	
city	centers	encouraged	many	local	governments	(municipalities,	mayoralties,	etc.)	to	adopt	basic	
strategic	plans	to	revitalize	their	city	centers	and	to	apply	for	financial	subsidies.	
	 These	new	laws	and	the	responses	of	local	governments,	however,	will	not	solve	the	problem	
of	declining	performance	in	city	centers.	To	support	our	views,	we	consider	the	case	of	Aomori	
City	in	this	paper.	In	our	study,	the	redevelopment	of	a	retail	facility	complex	by	the	third	sector	
in	Aomori	City	(a	joint	venture	between	local	government	and	private	businesses)	reveals	the	
serious	defects	in	the	redevelopment	plans	cost	and	management	structure.
中心市街地の衰退が進行し，その活性化のために，まちづくり３法（旧法）が制定され，市町村が同法
に基づく中心市街地活性化基本計画を策定し，国等の補助金を得て中心市街地を活性化させる取組みが行
われた。ところが，地方都市の中心市街地はさらに空洞化が進行した。そこで，まちづくり３法を一部改
正して，「選択と集中」によって補助を絞り込み，活性化の効果をあげる試みが行われている。ここでは，
新旧まちづくり３法と青森市中活事業の事例について検討してみたい。
１　旧まちづくり３法の失敗
1950年代初頭に日本でもスーパーマーケットが登場し，高度経済成長期を通じて大型のスーパーマー
ケットが増加し，既存の商店街に影響が及び始めた。こうしたなかで，「大規模小売店舗における小売業
の事業活動の調整に関する法律」（以下，大店法という。）が74年に施行され，店舗面積が1,500㎡以上の
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小売店を大型店と定義し，通産大臣への届出制にした。同法では，消費者の利益を配慮しつつ，周辺の中
小小売業の事業活動の機会を確保することが目的とされた。実際に調整にあたるのは商業活動調整協議会
で，店舗面積を制限するなどして大型店の出店を厳しく規制してきた。78年には，500㎡以上の店舗も対
象にされるようになった。
しかし，1989年になるとアメリカが日米構造協議（1990年に最終報告）で大店法を批判し，市場開放を
要求した。その後，日本政府は98年５月に大規模小売店舗立地法（以下，大店立地法という。）を制定し，
2000年６月の施行とともに大店法を廃止した。
日本の財界においても，経済団体連合会は，「大店法の廃止は，規制緩和の進展を内外に示すものであ
り，わが国の行政改革の歴史の中でも特筆すべき第一歩となろう」と大店法の廃止を歓迎した。また，大
店立地法について「地方における商業調整を目的とする条例・要綱が早急に一掃されるとともに，新法の
運用においても，いわゆる『上乗せ規制』的な規制が横行しないよう，あらゆる手段が講じられることを
要望する」という意見書を提出し，大規模小売店舗の出店規制をいっさい廃止することを求めた1。
大店立地法は，大規模小売店舗の周辺地域の生活環境（具体的には，交通，騒音，ごみ問題等）の維持
のために大規模小売店舗の配置と運営方法を適正化することを目的としており，出店規制を目的としたも
のではない。同法の目的が，経済的規制でなく，社会的規制にあるといわれるゆえんである。
また，大型店に有利な措置として，店舗面積1,000㎡以上の小売業を大規模小売店舗とし，飲食店や映
画館などのサービス業は店舗面積に加算しないこととした。さらに，第13条では，地方公共団体は，大規
模小売店舗の立地に関して，「地域的な需給状況を勘案することなく，この法律の趣旨を尊重して行うも
のとする」とし，郊外型大規模小売店舗の進出を地元の商業事情などによって規制しないように定めた。
すなわち，小売業の出店規制のほぼ完全な撤廃を定めたのである。しかしながら，イギリスやドイツでも，
中心街の賑わいと生活環境を維持するために，都市計画等によって大型店の出店規制が行われていること
を忘れてはならない2。
大店立地法の制定とともに，政府は，1998年11月に，都市計画法の一部改正を施行し，2000年５月に改
正都市計画法の抜本的改正を行った（01年５月施行）。これによって，市町村が特定用途地区を定められ
るようになり，大型店の進出を認可することができるようになった。もっとも，この改正都市計画法は，
大型店の郊外出店を規制することにも使うことができるが，大店立地法が大規模小売店舗の郊外出店規制
を禁止し，地方政府の首長（市長など）が大規模店舗の進出を歓迎する傾向が強いなかで，現実には出店
規制に使われることは少なかった。また，近隣の市が大型店を誘致しても，他の市町村が意見を述べるこ
とができない。
他方で，政府は，98年７月に，空洞化しつつある中心市街地を活性化するために「中心市街地における
市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律」（以下，中心市街地活性化法という。）
を施行した（旧法）。この法律は，市町村が，商工団体等の関係者と協議のうえ，中活基本計画を策定し，
関連省庁から補助金を得られるようにしたものである。また，計画の実施のために，TMO（まちづくり
機関）を組織することとした。この旧中心市街地活性化法の関係省庁は，通商産業省，建設省，自治省，
農林水産省，運輸省，郵政省，文部省，厚生省，労働省，警察庁，国土庁，北海道開発庁，沖縄開発庁の
13の省庁にわたっており，縦割り行政の最たるものであり，活性化施策の実現手法も複雑になった。
以上の３つの法律をまとめて，まちづくり３法（旧法）という。この旧まちづくり３法の枠組みは，一
1	 	 経済団体連合会「流通分野における一層の規制緩和を要望する」1998年４月，同「大規模小売店舗立地法第４条の指針に関す
る答申案に対する要望」1999年５月。なお，経済団体連合会は，2002年に日本経営者団体連盟と統合し，日本経済団体連合会と
なり，国の政策に影響を及ぼしている。
2	 	 横森豊雄『英国の中心市街地活性化』同文舘，2001年，春日井道彦『人と街を大切にする　ドイツのまちづくり』学芸出版社，
1999年，参照。
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方で大規模小売店舗の郊外出店規制を撤廃し，他方で中心市街地を活性化させることを意図しており，矛
盾を含むものであった。中心市街地の活性化という名目のもとに，木に竹を接ぐという愚行が行われた。
結果として，日本の地方都市のいたるところに，無秩序に郊外型巨大店舗と巨大ショッピングセンター
が建造されるようになった。この巨大な郊外型大規模商業施設は，買い物の人の流れを中心街から郊外に
大きく変え，中心商店街と中心市街地が急速に空洞化していった。2005年４月現在で，663の市町村が中
活基本計画を作成し，365の TMOが認定されたが3，成功したところはほとんどなく，中心市街地はいっ
そう空洞化していった。
日本のバブルと日本経済を崩壊に導いたプラザ戦略もそうであったが，旧まちづくり３法も日本政府の
場当たり的政策であった。この法律の施行とともに，日本全国の地方都市の中心商店街が急激に崩壊して
いった。その結果，地方都市の中心市街地の空洞化が一気に加速した。地方都市で関係者にヒアリングを
行うと，旧まちづくり３法への恨み節が聞かれる。
バブル崩壊後に大蔵省が財務省に名称変更して責任の所在を曖昧にしたように，いまや旧まちづくり３
法に関係した関係省庁のいくつかは名称が変更され，責任の所在が曖昧にされている。結果責任が問われ
ていない。
２　改正まちづくり３法
以上のように，旧まちづくり３法のもとで中心市街地活性化策が推進されたが，期待された効果があげ
られず，地方都市の中心商店街は軒並み空洞化が進行した。また，中活事業の先進モデルとされた佐賀市
の「まちづくり佐賀」が自己破産したり，津山市の「アルネ津山」が破綻に直面するなど，その手法にも
問題の多いことが明らかになった。
そのようななかで，2006年には，中心市街地活性化法と都市計画法が改正されることになった。ところ
が，問題の大店立地法は改正されなかった。指針が変更されたが，同法の適用に関して大きな変更はな
い4。
改正中心市街地活性化法は「中心市街地の活性化に関する法律」に名称変更され，中心市街地活性化に
関する基本理念の設定，中心市街地整備推進機構・商工会議所等によって組織される「中心市街地活性化
協議会」の設置，基本計画の内閣総理大臣の認定，中心市街地活性化本部の設置等をうたった。
これにより，内閣府に中心市街地活性化本部が設置され，2006年９月に「中心市街地活性化を図るため
の基本的な方針」が閣議決定された。活性化基本計画の認定権限が経済産業大臣から内閣総理大臣に替わ
り，これまでのTMOに代わるものとして「中心市街地活性化協議会」を設置することとされた。
新法では，商業面だけでなく，総合的な視点から中心街の活性化を図ることとされている。旧法では，
商店街の活性化が主要な目標であったが，商店街の活性化は目標のひとつに後退し，まちなか居住の推進，
公共施設の整備などが推進目標に加えられた。また，都道府県が中心市街地に特別区域を指定し，その区
域への大型店の出店については地区説明会を不要とした。この改正は，大型店を中心市街地に誘導するも
のである。
都市計画法の改正では，10,000㎡を超える大規模小売店舗などの大規模集客施設の出店は，商業，近隣
商業，準工業の３種の地域のみ出店可能であり，第二種住居，準住居，工業地域のほか，市街化調整区域
や白地地域において原則禁止にした5。これによって，郊外型大規模店舗の出店は制限しやすくなった。ま
3	 	 経済産業省中心市街地活性化室・中小企業庁商業課「中心市街地活性化支援策の現状」2005年４月。
4	 	 経済産業省「『大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針』の解説［再改定指針対応版］」2007年５月参照。
5	 	 ただし，第二種住居，準住居，工業地域においても，地区計画制度を利用するなどのことにより，大規模集客施設をつくるこ
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た，旧法で除外した飲食店，映画館，娯楽施設などの大型施設も規制の対象にした。
かくして，新まちづくり３法は，大枠では大規模店舗の郊外出店を制限し，中心街にコンパクトな都市
機能を有するまちづくりを指向している。このような意味において，コンパクトシティと呼ばれるまちづ
くりに方針転換をしたといわれている。なお，コンパクトシティは欧米で考え出された概念であり，まち
の持続可能性等をも重視している6。
新法のもとでは，政府は，数値目標を盛り込むことを求めたうえ，「選択と集中」という支援方針を採
用し，やる気のある市町村に重点配分することにした。しかし，どの地方都市でも，中心市街地の衰退は
深刻であり，申請件数も認可件数も急増している。08年７月現在で，53市54計画が内閣府から認定されて
いる。関係者から，これでは「選択と集中」とはいえず，１つのまちに対する補助額が減って，効果的な
施策を実施するのは難しいとの批判が出始めている。
さて，新法のもとでの中活事業は，青森市の事例が先進モデルとされている。豪雪地域の青森市は，都
市部の郊外化によって除雪費用が膨大化する事情があって，中心部に重点をおいたまちづくりを行う方針
をとった。旧法下で，青森市はコンパクトシティの方針を採用し，大型小売店舗の郊外出店を規制し，中
心街の活性化を重視した。その意味で，旧法下では，青森市の基本計画は本流ではなかった。ところが，
政府は，新法のもとでは，郊外型の大規模集客施設の出店規制撤廃を見直す方向で方針転換を図り，逆に
青森市の計画を評価した。
しかし，多くのまちは旧法によって，きびしい状況に陥った。旧法のもとで認可された巨艦の郊外型大
規模店舗（ショッピングセンター，ショッピングモール）が営業を続けており，いったん変わった人の流
れは容易には元に戻らない。また，大店立地法が改正されておらず，新法のもとでも，郊外での巨大商業
施設の出店は各地で続いている。そのため，多くのまちの中心市街地はさらに疲弊しており，空洞化の進
行が止まらない。
以下では，青森市中心市街地の変遷について概観した後，新まちづくり３法のもとでの先進中活事例と
されている青森市のケースをやや立ち入って検討することにしたい。
３　青森市中心街の変遷
（１）商店街と繁華街の移動
津軽藩主の居城は弘前市にあり，青森市中心街は城を中心とする城下町ではなかった。津軽藩主二代目
信枚（のぶひら）の命を受けた青森開港奉行森山弥七朗が寛永の時代に開港事業とまちづくりを行った。
これが青森のまちの始まりである。森山は，原野を東西南北に区分けして，職能別に住民の居を定めた。
当初は，大町，米町，浜町の３町であったが，その後，他の町がつくられた。現在の青森市の中心街であ
る新町は農民の居住する区域であった7。
江戸時代に，青森港は弘前藩の外港として発展を遂げた。近江，若狭，越前等の商人が移住し，青森港
から米を海上輸送し，日用雑貨，木綿，瀬戸物などを持ち込んで売りさばいた。また，蝦夷地との往来の
港としても使われた。
明治時代になると，政府が蝦夷地を北海道と改称して旧武士階級の移住を奨励し，青森港はいっそう発
展した。明治６年，開拓使庁が青森―函館―安渡の定期航路を開始した。また，24年，東北線の鉄道が開
とが可能である。
6	 	 街道清信『コンパクトシティ』学芸出版社，2001年，参照。
7	 	 成田雄一『ノンフィクション　青森市新町商店街物語』青森市新町商店街振興組合，2001年，12頁，青森市史編纂室編『青森
市史』第５巻，青森市，1958年，446頁を参照した。
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通し，安方町に青森駅が創設された。これらにより，青森は北海道との往来の交通の要衝としてますます
賑わうようになった。青函航路の船乗り場のある浜町には，商店や旅館が軒を連ねた。また，ここには，
明治19年に個店の集まりである「勧工場」ができて繁盛した。
しかし，青函航路は日本郵船株式会社の経営に変わり，明治31年に日本郵船が貨物の増加と交通上の利
点等のため，乗船場を青森駅のある安方町に移転した。安方町は青函航路と東北線の両方の乗客で混雑す
るようになり，商店街と繁華街が安方町に移動した。浜町は灯が消えたようになり，「勧工場」も解散した。
ところが，明治39年には，東北線が国有となり，青函航路も国有となって事業が広げられ，手狭となっ
た青森駅は明治41年に安方町から新町の現在の地区に移された。当時，この近辺は湿地帯であったが，数
年ほどで埋め立てられ，すぐに商店ができた。青森駅の移転によって，商店街の賑わいが今度は安方町か
ら新町に移っていった。
新町の青森駅前には，「博品館」という間口30間の大型みやげ物店ができた。駅を下車する旅客の多く
がここに立ち寄った。第一次大戦の好景気に沸く大正時代に繁栄を極めたが，その後，鉄道連絡待合室が
移転して入居の店も少なくなった。
大正４年には，博品館の近所に「青森勧工場」（博品館の３分の１ほどの大きさ）ができたが，大正末
期に三国洋品店に買収され，同店名に変更された。
昭和に入ると，昭和８年に３階建ての鉄筋コンクリートの小さなデパート「青森」が新町につくられた。
しかし，同10年には，近くに菊屋百貨店ができたため，２年ほどで閉店に追い込まれた。菊屋百貨店は一
時繁栄したが，やがて閉店した。
太平洋戦争末期，青森市の中心街は米軍の攻撃目標の１つにされ，大空襲を受けて焼け野原となった。
物価統制と闇市の時代を経て，1948年に鉄筋コンクリートのモダンな富士屋デパートが新町に開業し，売
上を伸ばした。しかし，51年に柳町の松木屋百貨店が鉄筋コンクリート３階建ての店舗を新町に新築して
移転してきたため，55年に倒産に追い込まれ，その跡地は青森銀行となった。
一方，松木屋百貨店は66年には鉄筋コンクリート４階建てに建て替えられ，新町商店街の核店舗となる
とともに，県下最大の百貨店となった。
1960年代に，カネ長武田百貨店が新町に出店した（これは，86年ダックシティカネ長武田となり，93年
に青森ビブレ，2005年にはさくら野百貨店に名称変更された）。
こうして，新町通りには２つの百貨店ができて繁盛し，市内のみならず，津軽地方の買い物客を多数引
き付け，新町商店街は「青森の顔」になった。
他の商店街についてみると，明治25年ころに，青森監獄との連絡路として柳町に通ずる直線道路ができ
て，柳町に近郊の人々が買い物に来た。古着屋，呉服店などができて，商店街が形成された。大正10年，
この商店街に青森市最初の百貨店である松木屋呉服店ができた。この松木屋呉服店は，紆余曲折を経なが
らも，つねに青森県百貨店界の先陣を切ったが，太平洋戦争末期の強制疎開に直面して1945年に解散した。
戦後，防災上の理由から柳町の道幅が36メートルに拡幅され，商店街が復活した。47年に，松木屋呉服店
は株式会社松木屋として旧株主と旧店員によって再興され，柳町に衣料品販売店を開店した。しかし，上
記のように，51年に新町に移転した。
夜店通りは，大正末期から昭和12年ころまで，夏季に夜店が並び，商店街が形成された。戦後，夜店が
廃止されたが，一般の商店街として復興した8。
8	 	 上記記述に際して，青森市史編纂室，同上書『青森市史』第５巻，446～464頁，青森市『青森市史』第４巻，図書刊行会，
1982年，１～11頁を参照した。
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（２）中心商店街の衰退
しかし，新町商店街の繁栄もやがて暗礁に乗り上げた。新町通りの歩行者通行量が，1978年に２万7,940
人であったが，84年には１万5,778人となり，６年間でほぼ半減した。
原因としては，74年に中三百貨店が新町商店街のすぐ近くの昭和通りにオープンし，76年に郊外に「サ
ンロード」がオープンしたために顧客をとられたこと，車社会の到来により郊外店での買い物客が増えた
ことなどが指摘されている。また，新町商店街振興組合は，以下の点を指摘している。①70年に安方魚市
場が閉鎖され，安方魚の水産関係者が撤退を余儀なくされ，安方魚が「ゴースト・タウン」となって，隣
接の新町商店街も，これらの影響を大きく受けたこと。②1981年に県立中央病院が郊外に移転するなど，
公共機関が郊外に移転し，県病院だけで新町圏から１ヶ月に６万人が消えたこと。③バブルによる土地高
騰の波が押し寄せ，中央の不動産屋が「土地ころがし」のために新町通りの土地を買収し，土地が高騰し，
商店街の活力を失わせ，バブルが崩壊すると，土地の買い手がつかず，シャッターを下ろしたまま，商店
街に大きな穴を空ける結果となったこと9。
ほかに，86年に県の物産館「アスパム」と駅ビル百貨店「ラビナ」が開業したことや，このころからスー
パー，生協，コンビニエンスストアが，中心街の周辺に増えたことなどの影響が考えられる。
さらに，88年には青函トンネルが開通し，同年に青函航路が廃止されたことは，青森の経済にとって，
大きなマイナス要因となった。先述の通り，青函連絡船は青森市の経済に絶大な貢献をしており，青函ト
ンネルができて青函連絡船が廃止されると，それまで青森市内に出てきた乗客がまちから消えたからであ
る。
このようななかで，大店法の廃止と大店立地法の制定によって，郊外型ショッピングセンターが建造さ
れるようになった。2003年には，老舗の松木屋百貨店が自己破産して消え，青森市の中心商店街と中心市
街地の衰退はいっそう激しいものとなっていった。
４　青森市中活事業の事例
以上においてみたように，青森市中心街は，時代とともに変化し，盛衰を経験した。このようななかで，
青森市は，99年に策定した都市計画マスタープランにおいて，コンパクトシティの形成をまちづくりの基
本理念とすることを明記し，郊外部の無秩序な開発の抑制と中心市街地の活性化を図る方針を打ち出し
た。中央政府や他の市の多くが郊外型大型店舗の出店を容認するなかで，これは誠に立派であった。
また，これは，当時に国が推進した旧まちづくり３法に基づく中心市街地活性化基本計画の策定方向と
異なる独自路線であり，先見の明があった。筆者の聞き取り調査によれば，旧まちづくり３法に基づく中
心市街地活性化基本計画の策定にあたって，国側から大型店を郊外におくべく説明を受けたが，新法では
中核施設を中心街につくるように説明を受けており，方針がまったくでたらめであるとの批判をしばしば
耳にする。これらの点では，青森市の中心市街地の活性化の基本理念そのものは高く評価されてよい。
青森市は，新中心市街地活性化基本計画（2007年）において，中心市街地をウオーターフロントゾーン，
ショッピング・カルチャー・サービスゾーン，官公庁ゾーン，ニューライフゾーンの４つのゾーンに区分
し，「歩いて暮らすことのできる質の高い生活空間（ウオーカブルタウン）の創造」を目指している。そ
して，中心市街地活性化の目標として，①「多くの市民が賑わう中心市街地」，②多くの観光客を集客す
る中心市街地，③歩いて暮らしやすい中心市街地，④中心市街地の商業の活性化をあげている。
具体的な数値目標としては，2005年から08年に次のようなことを実現するとしている。①については歩
9	 	 成田雄一，前掲書『ノンフィクション　青森市新町商店街物語』92～99頁参照。
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行者通行量を５万9,090人から７万6,000人に増加させ，②については年間観光施設入込客数を69万6,312人
から130万5,000人に増加させ，③については空き地・空き店舗率を10.7％から8.8％に減少させ，④につい
ては中心市街地小売年間商品販売額を685億5,300万円から減少させず同額で維持することとしている10。
さて，青森の中活事業で注目され，全国から視察者が訪れているのが再開発ビル「アウガ」である。こ
の点について検討してみよう。
01年に青森市は，中心市街地の活性化のために，再開発ビル「アウガ」をオープンさせ，第三セクター
の株式会社「青森駅前再開発ビル」（筆頭株主は青森市）で管理運営することにした。これは，先述の「ア
ルネ津山」（99年４月オープン）のしばらく後であり，「アルネ津山」が旧法のもとでの中心市街地活性化
基本計画の先進事例とされたので，青森市もこれに影響を受けたかもしれない。
だが，これは青森市の大きな誤算であったというべきである。すでにバブル崩壊後のこの時期には，第
三セクターによる経営破綻が各地で発生していた。上記のような先見の明のある基本理念を打ち出した青
森市ならば，第三セクターの「再開発ビル」の経営の問題点をもっと詳しく検討すべきであった。
ところが，旧中心市街地活性化法が中止され，この青森市の再開発計画を含む基本計画が，富山市の基
本計画とともに，新中活基本計画の認定第１号になった。反主流派が主流派に塗り替えられた。この認定
に伴う国からの補助金・交付金は民間を対象としたものを含めると約20億円に上り，市民ホールなども整
備した11。この時点では，青森市は多額の国の補助金を得たが，その後のアウガの管理運営を考慮すれば，
多額の公的資金の支出を余儀なくされる可能性が高くなった。
青森の事例は，インターネットなどを通じて先進事例として宣伝され続けているが，08年５月，アウガ
が経営危機に陥っており，公的資金の投入がなされることが判明したのである。すなわち，再開発ビル「ア
ウガ」の場合も，第三セクターによる「再開発ビル」経営の宿命とでもいうべき道をたどることになった。
「アウガ」は，地下１階から４階までが店舗スペースになっており，５・６階が「男女共同参画プラザ」，
６階から９階が市民図書館（市立図書館）となっている。１階から４階までのテナントのほとんどが若者
向きであり，客層が若く客単価が低めであり，アウガの年間売上目標である52億円の半分程度しか達成で
きなかった。その結果，純資産が05年度の約１億5,000万円から07年度には約2,000万円まで減ってしまい，
このままでは債務超過に陥ることが必至になった12。
「青森駅前再開発ビル」の資本金は７億5,000万円であるが，07年２月末での累積欠損額は６億6,900万円，
長期借入金残高は36億4,800万円であり，経営が危うくなった。「青森駅前再開発ビル」の筆頭株主である
青森市は，「青森駅前再開発ビル」の債務23億3,000万円を同市の地域振興基金を使って約８億5,000円で買
い取る債権譲渡を金融機関に申し入れた。金融機関は14億8,000万円の債権放棄に応じ，青森市は金融機
関から買い取った債権を信託会社に預けて信託財産化し，「青森駅前再開発ビル」の建物の残余年数であ
る33年の期間にわたって信託会社を通じて弁済する計画である13。佐々木市長は，アウガを失敗させるわ
けにはいかないと述べ，延命を図った。
しかし，青森市が採用した複雑な再建手法によって，今後33年間も追加の税金投入なしにやっていける
のであろうか。無責任な先延ばし策と批判されてもしかたがない。
今日の青森市中心街は次頁の図のような構造になっている。青森市中心街では，中活基本計画の認定前
からマンションの建設ラッシュがあり，夜間人口は1995年度の2,700人から07年度には3,600人までに増加
10	 青森市の中活事業には，商店街の空き地を活用した「パサージュ広場」などの事業も含まれるが，これらについては割愛する。
11	『秋田さきがけ』2008年８月21日付，参照。
12	 同上，参照。
13	『陸奥新報』2008年５月21日付，『朝日新聞』2008年５月21日付，参照。金融機関が，第三セクターであるという理由で三セク
会社を優遇するのは公平ではない。また，地方公共団体が第三セクターであるという理由で金融機関に債権放棄を求めることも
正当ではない。
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した。しかし，青森市中心街の歩行者通行量（昼間）は，青森商工会議所の調査によれば，アウガがオー
プンした01年，翌02年には増加したが，その後は減少傾向にある（表１参照）。また，青森市の調査でも，
07年には減少している。中心商店街の空き店舗では，01年度には38店舗であったものが，08年度には75店
舗に倍増した14。
表１　青森市中心街歩行者通行量の推移
（単位：人）
1980年 1983年 1998年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
中心街14地点 78,934 64,788 72,076 78,600 60,956 61,030 59,090
成田本店前（新町） 25,208 15,778 12,550 11,034 11,780 11,882 9,874 11,160 10,170
（出所）　青森商工会議所
また，青森市中心市街地の小売業の状況をみると，商店数，従業員数，年間販売額ともに減少が続いて
いる。とりわけ，年間販売額は，市全体よりも中心市街地での減少が顕著になっている（表２参照）。
このようなデータからも，現状では，アウガが青森市中心市街地の活性化に大きな効果を果たしている
とは考えにくい。08年９月の平日の筆者の視察でも，店内の顧客は近くにある百貨店「さくら野」の方が
アウガよりも多く，アウガでは，１階から４階の商業フロアに来店者はごくわずかであった。図書館も，
他の市立図書館と比較して，蔵書が多いとか，利用者が多いわけでもない。
とはいえ，現在の青森市で昼間にもっとも活気があるところはアウガ近辺である（写真１参照）。より
正確には，新町商店街（全長880メートル）のうち，アウガから200メートルほど先の「さくら野」までの
14	 青森市『コンパクトシティの形成と中心市街地活性化への取組み』13頁および15頁。
アスパム
青 森 港
国道７号
さくら野
新町商店街
青森駅
???
???
??
??
???
?
???????
??????
????
青森市の中心街
― 9 ―
まちづくり３法と青森市中活事業の事例
区域であり，アウガや「さくら野」がある側の通りである。同じ区域でも，反対側の通りは人通りが少な
い。ただし，夜間は，アウガや，アウガの側にある百貨店（「さくら野」および「中三」〔なかさん〕）が
閉まるので，逆に，アウガ側の通りはほとんど人通りがなくなり，少数の歩行者が反対側の通りを歩いて
いる状況である。
なお，新町商店街においても，「さくら野」を過ぎると人通りはめっきり少なくなる。また，「さくら野」
の手前を南に折れると夜店通り商店街になるが，ここはシャッターを閉じた店が非常に多く，昼も夜も人
通りが極端に少ない。青森市中心商店街で最も空洞化の激しいところである（写真２参照）。
さらに，「アウガ」から新町商店街を100メートルほど東に進んだところの交差点を左折して北に向うと，
500メートルほどの商店が並んだ筋（アスパム通り）がある。歩道は化粧ブロックが敷きつめられてきれ
いに舗装されているが，人通りはほとんどなく，閉店した店も目立つ。その突き当りには，青森県の観光
物産館「アスパム」がある。三角形の斬新な建物で，津軽りんごなど特産物の直送が行われ，最上階には
展望台があり，ある程度の人出がみられる。
新町商店街をさらに直進すると，南北に走る柳町商店街にいたる。この柳町商店街も閑散としており，
表２　青森市中心市街地の小売業の推移
（単位：店，人，百万円）
1988年 1991年 1997年 2002年
中心市街地
商店数 1,084 1,145 902 781
従業員数 5,838 5,249 4,436 4,068
年間販売額 92,793 106,198 92,948 67,493
市全体
商店数 4,106 4,318 3,642 3,232
従業員数 18,448 19,220 19,070 20,625
年間販売額 295,715 358,272 385,097 352,293
（出所）青森市『中心市街地活性化基本計画』2007年。原資料は『商業統計』。
（注）ここでの中心市街地は新町・長島・古川・本町・安方をいう。
写真１　アウガ前の新町商店街
（注）撮影は筆者。以下同じ。アウガは右側の円柱のある建物。
― 10 ―
地域総合研究　第36巻　第１・２号合併号（2009年）
空洞化が激しい。歩道は広くきれいにされているが，通行人が必ずしも増えるわけではない。
このように，青森市の中心街を実際に歩いてみると，現状では，多額の税金を投入したアウガが，青森
市の中心街や中心商店街の活性化に関して，民間商業施設に比べて特別に大きな効果を有しているとはい
いがたい。
また，青森市は，06年に条例で「特別用途地区」を設けて，１万㎡を超える大型店舗の立地を制限した。
しかし，民間業者は利益を追求することに長けているので，このような規制も簡単に破ってしまう。道路
で敷地を区切るなどして敷地を細分化して規制を破ってしまう。郊外型大規模店舗は青森市においても猛
威を振るっており，市の南部郊外に大型ショッピングセンターがつくられ，コンパクトシティの実現は障
害に直面している。
しかも，青森市のコンパクトシティ構想は，さらに深刻な危機に直面している。同市は，新幹線の乗り
入れを2010年に控えているが，新幹線の駅は青森駅から１駅西にある新青森駅（奥羽本線）が予定されて
いる。現在，近くの線路沿いの防雪林が相当の区域にわたって伐採され，新青森駅前では大規模な造成工
事が進められている。これが完成すると，青森市は青森駅近辺と新幹線乗り入れ駅近辺との二極構造がで
きあがり，青森駅近くにある中心市街地や中心商店街の衰退にさらに追い討ちをかける可能性が大きい。
八戸市では，中心市街地がＪＲ本八戸駅から歩ける距離にあるが，新幹線が八戸駅に乗り入れたことに
よって，二極構造ができあがりつつある。青森市の場合も，ＪＲやその他の思惑が働いているのであろう
が，コンパクトシティを実現しようする青森市としては不本意な結果になることが懸念される。
むすび
新旧まちづくり３法について概観し，新法のもとでの青森市の事例を検討した。以上のことから，少な
くとも，次の２点について指摘することができる。
第１は，新まちづくり３法においても，第三セクターの会社を活用する再開発ビル方式は破綻している
ということである。新まちづくり３法に基づく基本計画の先進モデルとされた青森市の第三セクターによ
写真２　夜店通り商店街
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る再開発ビルは，多額の税金投入を余儀なくされる結果となっている。旧法のもとで先進事例とされた佐
賀市や津山市の第三セクターの再開発ビルは失敗に帰した。売上目標の未達成（計画の甘さ），管理運営
上の欠陥など，第三セクター「再開発ビル」の破綻の原理は同様のものである。青森市でも多額の公的資
金の追加投入に対して市民の反発がある。
ただし，第三セクターの会社そのものがすべて否定されるべきものではない。中心街の無料駐車場シス
テムの管理運営をごくわずかの社員で行うような場合には，多額の費用もかからず，多額の税金の投入も
必要がなく，中心街の活性化に役立ちうる。問題なのは，多額の負債を負うことになる再開発ビル（商業
複合ビル）方式である。富山市の「まちづくりとやま」は第三セクターのまちづくり会社であるが，再開
発ビルに直接的に関与していないところに成功の一因がある。もっとも，市長の知り合いや天下り官僚を
役員に据えたりするなど，問題点もみられる。
しかしながら，各地で第三セクター「再開発ビル」による中活事業が展開されていることはきわめて遺
憾であるといわざるをえない。たとえば，鹿児島県では，まちづくり３法に基づいて，鹿屋市中心街に第
三セクター「リナシティかのや」が建造された。１階にイオン系のスーパー「マックスバリュウー」を入
れ，商業床に多くのテナントを誘致することになっているが，「マックスバリュウー」の売上も目標額に
達せず，テナントの入りも悪い。２階は芸術文化学習プラザとされ，３階は健康スポーツ・芸術文化学習
プラザとされている。「リナシティかのや」の経営も赤字であるといわれており，税金の追加投入が懸念
されるところである。出資団体の１つである鹿屋商工会議所の負担も大変なようである。
第２に，新まちづくり３法によって中心市街地の活性化が推進されているといわれるが，青森市の「ア
ウガ」の事例にみられるように，実は旧まちづくり３法の時の基本計画を引きずっているのである。再開
発ビルの建設には長期の期間を要するので，最近開業した再開発ビルであっても，旧まちづくり３法の基
本計画に基づいている場合が多い。政策の枠組みとして，すでに走らせたまちづくり３法を部分修正して
いるために，基本計画の衣替えをしただけであり，旧法の呪縛から免れていないのである。鹿屋市の場合
もそうである。
地方のまちは，中央官庁にいったん走らされてしまったので，旧計画を修正してでも，もらうべき補助
金をもらわないと困るというところもあろう。また，旧法に乗り遅れたところでは，青森市にならって，
これから第三セクターの再開発ビル等をつくり，補助金を得ようとしているところもある。
本稿の結論としては，健全な中心市街地の活性化のためには，第三セクターの「再開発ビル」方式は採
用しないのが賢明であるということである。中心市街地の活性化は，やはりそのまちに住む人々（市民や
商工業者など）がどのようなまちをつくり，活性化させるのがよいのか，国の補助金政策にまどわされず
に，まちの歴史や特色を活かして自ら決定すべきである。そのためには，商業者による商店街の近代化と
まちを良くするための市民の努力が必要である。また，明治以来の中央集権的行政をやめて，地方の独自
性を発揮できるようにすることが必要である。その意味では，道州制の導入も検討されてよい。アメリカ
やドイツにおいても，まちづくりは地方政府や州が責任を持って行うことになっており，国の関与は少な
い。
これまで，まちづくりは，中央官僚，市町村の関係者，コンサルタント，専門家，政治家など，一部の
人々の独壇場となってきた。市役所では，２～３年で担当部署を替わるのが通例であり，まちづくりの取
りまとめ機関であるににもかかわらず，中長期にわたってまちづくりに精通して責任をもってやれる職員
はほとんど存在しないのが現実である。
社会保険庁の例を挙げるまでもなく，戦後日本の諸制度が「金属疲労」を起こして様々な問題を生み出
している今日である。また，制度の構造上の問題も再検討が必要な時期にきている。中心市街地活性化政
策についても，まちに住んでいるさまざまな人々による関与と検証が必要である。近年のまちづくり政策
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には多くの問題点があるが，その一端を採り上げた。
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